
―BBフォンは10月3日付けで300

万加入に達しました。最近の伸びは

Yahoo! BBの接続数を上回る好調ぶ

りです。

宮川 順調にここまで来ることがで

きました。

加入者の割合が増えてきている理

由は、ここに来てIP電話の認知度が

急速に高まったこともあり、今まで

ADSLのみを利用していたユーザー

で、実際にBBフォンを利用開始する

方が増えているためです。

また、同様の理由でBBフォンのみ

の加入者数も増えています。

―商用サービス開始からわずか1

年半でここまでユーザーを獲得でき

た最大の理由は何ですか。

宮川 加入者同士の無料通話と3分

7.5円という破格の低料金ももちろん

ですが、やはり、一般固定電話とまっ

たく変わることのない使い勝手を実

現したことだと思います。特に、緊急

電話やフリーダイヤル等への特番発

信だけでなく、障害発生時にも自動

的にNTT回線に迂回する仕組みを

採用し、複数作用で強化した点は、

多くのユーザーの方々にご好評いた

だいています。

―NTTの接続料値上げにはどう対

応しますか。

宮川 接続料の値上げは避けてほし

かったというのが本音です。

我 と々しては、お客様に負担を強

いることなく、現行の3分7.5円を維持

していく方針です。今は、ユーザー

料金を値上げするつもりはなくコスト

削減等の企業努力で値上げ分を吸

収していますが、ZC（市外中継交換

局）から接続料が値下げになったGC

（加入者交換局）へ切り替えて展開す

ることも視野に入れています。ただ、

NTTさん側がZCの値上げだけで

GCは値下げという方向性をずっと示

してくれるならそれで対応しますが、

まだ不透明ですので、もう少し様子

を見ようと思っています。

―経営的な打撃はないのですか。

宮川 我々の事業モデルはADSL接

続サービスも含めたARPUの中で計

算しているので、売り上げの中で値

上げ分はわずかですので、まだ状況

を見守る体力はあります。

―もう1つの課題だったIP電話発

携帯着問題は、IP電話事業者側に値

決めの権利が来ましたね。

宮川 お蔭で国際コールバックをし

なくて済むようになり、遅延時間が減

り、より品質のよい通話が提供できま

す。また、発信番号通知サービスが

行えるようになることも大きなメリット

です。現在、準備を整えているところ

ですが、このマーケットは通話単価が

高いため、BBフォンの利益全体に占

める割合が結構大きくなるので、今

後注力していきたいと思っています。

相互接続の話し合いの場が必要

―他のIP電話事業者と相互接続

交渉に入るという報道がありましたが。

宮川 相互接続は視野に入れていま

す。我々の現在のIP電話シェアNo.1

という地位は、お客様あってのことで

すから、お客様の利便性を第一に考

えて対応したいと思っています。

ですが、責任の問題や接続時の課

金の問題等、解決すべき課題がたく

さんあります。

この問題に関しては、そろそろ総

務省あたりが音頭を取って話し合い

のテーブルを用意すべきだと思って

います。

―立ち上がりが遅れていた法人向

けBBフォンサービスですが、御社の

営業部隊が動き始めているといわれ

ています。

宮川 我々は時間をかけて、保守や

サポート体制等、法人のお客様の要

望に十分応えられるサービス体制の

準備を進めてきましたが、ようやく体

制も整いました。

今までは、個人の伸びが予想を大

幅に上回っていたこともあり、法人向

けサービスをセーブしていたこともあ

ります。しかし、ようやく法人向け本

格サービスにもメドがついてきまし

た。事業部の準備は間もなく終わり

ますので、近日中には本格展開のア

ナウンスができると思います。

IP電話市場を牽引し300万加入突破
法人向けサービスの準備も整った
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取締役 BBフォン事業本部長　宮川潤一 氏
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光ファイバー基軸に法人営業体制整う
「IP屋の描く新キャリア像」の柱に
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パラソル隊に代表されるYahoo!

BBの派手なコンシューマー営業の

影に隠れているが、実はソフトバン

クBBの法人戦略は着々と進められ

ている。そのコアとなるのが、アイ・

ピー・レボルーション（IPR）だ。実体

的にも、IPRの社長を兼任している

真藤豊氏は、ソフトバンクBBの常務

取締役として、法人分野を担当する

法人営業本部長の任に就いている。

IPRは、2000年4月、当時のソフト

バンクネットワークスによって設立され

た第一種電気通信事業者である。光

ファイバーを用いた100Mbpsのイン

ターネット接続サービスを法人向けブ

ロードバンドサービスとして提供して

いる。今年1月、ソフトバンクネットワ

ークスとビー・ビー・テクノロジー、ソフ

トバンク・イーシーホールディングス、

ソフトバンク・コマースの4社が合併

し、ソフトバンクBBが誕生した。ソフ

トバンクBBは、グループの通信サー

ビスを「ソフトバンクBB」の統一ブラ

ンドのもとで一括提供する形に切り

換えた。

これに伴い、法人向けブロードバ

ンドサービスも、IPRがソフトバンク

BBにサービスを卸す形にし、法人営

業本部や提携パートナーが販売する

仕組みに一本化した。IPRをソフト

バンクBBに併合するのではなく、事

業の一本化にとどめた背景には、通

信事業法の改正により、間もなく免許

の区分けがなくなることが分かってい

る時点で一種のIPRと二種のソフト

バンクBBを合併させるのは賢明で

はないとの判断があったからだ。

ソフトバンクBB・法人営業本部の

安川新一郎副本部長は、「事業を一

本化した狙いは3つある」と語る。

1つめは前述のブランドの統一だ。

2つめはIPRの光ファイバーサービ

スとソフトバンクBBのADSLサービ

スとの組み合わせができることで、ユ

ーザー環境やニーズによって両サー

ビスの中から最適なものを企業ユー

ザーに提案できるようになることだ。

そして3つめは、コンシューマー向

けADSLサービスで利用している全

国2200拠点の局舎設備とギガビット

接続されている強大なバックボーン

を法人営業でも活用できることで、一

気に全国展開が可能になることだ。

真の社会インフラを目指す

ソフトバンクBBブランドでの法人

向けブロードバンドサービスは、4月

から開始された。これに伴い、事業

展開も回線提供だけでなく、ソリュー

ションを含めた提案営業タイプに移行

した。この理由を真藤常務は、「ネット

ワークはいわばファンデーション、土台

であり、そのうえに何を乗せるのかが

企業向けサービスの真髄」と強調す

る。同社が目指すのは、「通信インフ

ラ」としてのブロードバンド提供にとど

まらず、「真の社会インフラ」としてのブ

ロードバンドを提供すること。すなわ

ち、企業向けソリューションを提供す

ることで法人ユーザーの業務遂行方

法そのものの改善や新たなビジネス

モデルの創造を手助けし、企業競争

力強化を実現することで、究極的に

は「ブロードバンドによって国内の経

済成長の基盤を作る」ことだという。

「新幹線のスピードが日本経済にもた

らした衝撃を今度はブロードバンドで

巻き起こすことで日本経済と企業の活

性化に貢献したい」と強調する。

ソフトバンクBBのいう、企業向け

ブロードバンドソリューションは今の

図1 ソフトバンクBBの法人向けソリューション

通信インフラとしてのブロードバンド 

■アクセス回線の広帯域化 
■コストパフォーマンスの向上 
■セキュリティ・可用性の確保 

高速接続 

「真の社会インフラ」としてのブロードバンド 

利便性 競合 効率化  

■仕事のやり方そのものの革新 意思決定・生産性改善 

■新しいビジネスモデルの創造 事業機会の創出 

競争力強化 

法人営業本部の安川新
一郎副本部長は「ソフ
トバンクBBとIPRとの
事業一本化には3つの
狙いがある」と語る。


